
住民出資型太陽光発電導入に向けた検討課題

（１）地域住民
・制度の理解
・環境貢献活動への参加意識向上

（２）特別目的会社及び金融機関等
・出資額、出資口数、配当額、配当方法（現金・特産物等）
・出資者の範囲（地域・県外住民、法人等）
・運営事務コストの低減
・周知、ＰＲ方法

（４）行政の役割
・地域住民への周知、ＰＲ方法
・設置場所情報の提供
・規制緩和に係る国への働きかけ等

（５）その他
・全量固定価格買取制度の動向
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（３）事業主体
・設置場所の選定の考え方
・設置施設に対するインセンティブ（設置条件）
・設置施設との契約内容（価格設定等）
・太陽光パネルの調達及び設置工事のコストダウン
・太陽光発電施設の維持管理
・運営事務コストの低減
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